
 

 

 
        町職員の給与等を公表します 
 
 
  大郷町職員の給与・定員管理の状況をみなさんに知っていただくために、概要を公表します。 
  これは、町職員の給与がみなさんの税金の一部によって賄われていることから、その実態を 
 公表し、町政に対するより一層のご理解とご協力をいただくために実施するものです。 
  なお、町職員の給与は、民間給与の調査に基づく県人事委員会の勧告および国や他の地方公 
 共団体などとの均衡を考慮しつつ、町議会の議決を経て条例で定めています。 
 
 
   人件費の状況（平成１２年度普通会計決算） 
 
 １２年度末人口 
 

 歳 出 額 （ Ａ ）                      
 

 人 件 費 （ Ｂ ）                      
 

 人件費率（Ｂ／Ａ） 
 

  
 
  
 
  ９，９０８人 
 

 ４，３７１，５０３千円 
 

 １，１５１，８４３千円 
 

    ２６．３５％ 
 

 

 
  ※ 人件費には、特別職に支給される給料、報酬や議員報酬・手当、共済組合・退職手当 
    組合負担金、各種委員会委員等報酬などを含んでいます。 
 
  給与費の状況（平成１３年度普通会計当初予算） 
 

     給 与 費                                              
     

 職 員 数        
 
  （Ａ） 
 

 給 料              
 

 諸 手 当              
 

 期末・勤勉手当 
 

   計（Ｂ） 
 

 一 人 当 た り              
 給 与 費              
  （Ｂ／Ａ） 
 

  
 
  
 
  
 
 １３３人 
 

    513,508千円 
 

    61,639千円 
 

   226,066千円 
 

   801,213千円 
 

    6,024千円 
 

 

 
  ※ 諸手当には退職手当は含んでいません。 
 
  平均給料月額、平均年齢の状況（平成１３年４月１日現在） 
 
  一 般 行 政 職                          
 

  労 務 職                          
 

 職員数 
 

 平均給料月額 
 

 平均年齢 
 

 職員数 
 

 平均給料月額 
 

 平均年齢 
 

  
 
  
 
  
 
  83人 
 

    319,700円 
 

  40.06歳 
 

  18人 
 

    265,700円 
 

  47.00歳 
 

 

 
 
  初任給の状況（平成１３年４月１日現在） 
 
 区 分          
 

 大 学 卒          
 

 高 校 卒          
 

 中 学 卒          
 

 一般行政職 
 

  174,400円 
 

  141,900円 
 

 

  
 
  
 
  
 
 労 務 職          
 

   139,000円 
 

  123,300円 
 

 

 
 
  経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１３年４月１日現在） 
 
 区 分          
 

 学 歴 
 

 経験年数10年 
 

 経験年数15年 
 

 経験年数20年 
 

 大学卒 
 

    249,900円 
 

    359,600円 
 

 
 一般行政職 
  高校卒 

 
   219,500円 
 

   269,000円 
 

   307,000円 
 

 高校卒 
 

   

  
 
 
  
 
 
 
  
 

 
 労 務 職          
  中学卒 

 

    203,700円 
 

   243,500円 
 

 

 
  ※ 経験年数に該当者がいない場合には、前後２年以内の採用者の平均給料月額を記載しています。 



 

 

    ２年以内にも該当者がいない場合には、斜線で表示しています。 
 
  一般行政職の級別職員数の状況（平成１３年４月１日現在） 
 
 区   分 
 

  １級 
 

  ２級 
 

  ３級 
 

  ４級 
 

  ５級 
 

  ６級 
 

  ７級 
 

  ８級 
 

 標 準 的 な          
 職 務 内 容          
 

 主  事 
 技  師 
 

 主  事 
 技  師 
 

 主  事 
 技  師 
 

 主  査 
 

 班  長 
 主  幹 
 

 副 参 事        
 課長補佐 
 

 課  長 
 

 課  長 
 

 職員数・人 
 

    ４ 
 

    ９ 
 

   １５ 
 

   １４ 
 

   １７ 
 

   １２ 
 

   １０ 
 

    ２ 
 

  
 
  
  
 
  
 
  
 
 構成比・％ 
 

  ４．８ 
 

 １０．８ 
 

 １８．１ 
 

 １６．９ 
 

 ２０．５ 
 

 １４．５ 
 

 １２．０ 
 

  ２．４ 
 

 

 
 
  昇給期間の短縮 
 
 区 分      
 

  合 計          
 

 一般行政職 
 

 労 務 職          
 

 職 員 数 （ Ａ ）                            
 

  １４１人 
 

   ８６人 
 

   １９人 
 

 普通昇給期間（12～24月）を 
 短縮して昇給した職員数（Ｂ） 
 

 
   １３人 
 

 
    ９人 
 

 
    ２人 
 

  
 
 
 
  
 

 
 
 12年度 
 

 比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ）                            
 

  ９．２％ 
 

 １０．５％ 
 

 １０．５％ 
 

 

 
 
  職員手当の状況 
 
 区   分 
 

   内 容                              
 

 国の制度との異同 
 

 
  ６月期 
  12月期 
  ３月期 
   計 
 

  期末手当 
 １．４５月分 
 １．６０月分 
 ０．５５月分 
 ３．６０月分 
 

  勤勉手当 
 ０．６０月分 
 ０．５５月分 
 
 １．１５月分 
 

 
 
    同じ 
 

 
 期 末 手 当          
 勤 勉 手 当          
 （12年度 
 支給割合） 
 

    職制上の段階、職務の級等による加算措置  有 
 
 
 勤続２０年 
 勤続２５年 
 勤続３０年 
 最高限度額 
 

 自 己 都 合            
  21.000月分 
  33.750月分 
  41.250月分 
  60.000月分 
 

 勧奨・定年            
  28.875月分 
  44.550月分 
  54.450月分 
  62.700月分 
 

 
 
    同じ 
 

   一人当たり平均支給額 
 

     24,509千円 
 

 

  
 
 
  
  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
 

 
 
 
 
 
 退 職 手 当          
 （支給率） 
 

 ○その他の加算措置 
 ・定年前早期退職特例措置 
  （２％～２０％加算） 
 ・退職時特別昇給 
  （勤続２０年以上で１号棒） 
 

 
 
    同じ 
 

 

 
  ※ 退職手当の一人当たりの支給額は、平成１２年度に退職した職員に 
    支給された平均額です。 
 

 支 給 対 象 地 域                          
 

 東 京 都 千 代 田 区          
 

 仙 台 市          
 

 支 給 率                          
 

    ６％ 
 

    ３％ 
 

 
 
  
  
  
 

 
 
 調 整 手 当          
 （13年４月 
 １日現在） 
 

 支 給 対 象 職 員 数                          
 

     ０ 
 

     ３ 
 

 



 

 

   支給対象職員一人当たり平均支給年額(１２年度決算) 
 

  １２８千円 
 

 

 
 
 
 

   区 分                          
 

   全 職 種                        
 

 職員全体に占める手当支給職員の割合 
 

             ０．７％ 
 

 支給対象職員一人当たり平均支給年額 
 

         ３７６，０００円 
 

 
 
 
 
  
  
  
 

 
 
 
 
 特 殊 勤 務          
 手 当          
 （12年度） 
 

 手 当 の 種 類                                  
 

 ・開催執務手当 
 ・年末年始勤務手当 
 

 

  
 支 給 総 額                      
 

 １３，８６０千円 
 

 
 １２年度 
  職員一人当たり支給年額 

 
     ９８千円 
 

 支 給 総 額                      
 

 １７，１４７千円 
 

 
 
  
 
  
 

 
 
 時 間 外          
 
 勤 務 手 当          
 

 
 １１年度 
  職員一人当たり支給年額 

 
    １２１千円 
 

 

  
 区 分          
 

     内 容                                          
 

 国の制度との異同 
 

 
 
 
 
 扶 養 手 当          
 

 １．配偶者 16,000円 
 ２．配偶者以外の扶養親族 
  ア ２人まで、それぞれ  6,000円 
 （配偶者がない場合にあっては，そのうち１人につき11,000円） 
 （扶養親族でない配偶者を有する場合の一人目の子等 6,500円） 
  イ ３人目から一人につき 3,000円 
   ※ 扶養親族である子のうち、満15歳に達する日後の最初の 
     ４月１日から満22歳に達する日以後の最初の３月31日ま 
     での間にある子  一人につき 5,000円加算 
 

 
 
 
 
    同じ 
 

 
 
 
 
 住 居 手 当          
 

 １．借家・借間に居住している職員 
  ア 月額23,000円以下の家賃を支払っている職員 
    手当＝家賃－12,000円 
  イ 月額23,000円を超える家賃を支払っている職員 
    手当＝11,000円＋（家賃－23,000円）÷２ 
    （限度額27,000円） 
 ２．自宅に居住している職員 
     1,000円（新築・購入した住居にあっては、新築・購入し 
    た日から起算して５年を経過するまでの間は 2,500円） 
 

 
 
 
 
    同じ 
 

  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

 
 
 
 
 通 勤 手 当          
 

 １．交通機関の利用者 
   １ヵ月に要する運賃等の相当額。ただし、その額が45,000円 
   を超えるときは、45,000円＋（45,000円を超える額÷２）で 
   限度額は50,000円 
 ２．交通用具（自動車等含む）の使用者 
   使用距離（片道）により 2,000円～から20,900円 
 ３．交通機関と自動車等の併用者 
   運賃等の相当額＋交通用具の使用額 
 

 
 
 
 
    同じ 
 

 

 
 
 
 

   ただし、その額が45,000円を超えるときは、 
   45,000円＋（45,000円を超える額÷２）で限度額は50,000円 
 

 
 

 
 

 



 

 

  特別職の報酬等の状況（平成12年度支給割合） 
 
 区 分          
 

 給料・報酬月額等                  
 

 期 末 手 当                    
 

 町 長          
 

  ８２１，０００円 
 

 助 役          
 

  ６１４，０００円 
 

 収 入 役          
 

  ５９０，０００円 
 

 ６月期 ２．０５月分 
 12月期 ２．１５月分 
 ３月期 ０．５０月分 
  計  ４．７０月分 
 ※加算措置 有 
 

 議 長          
 

  ２９４，０００円 
 

 副 議 長          
 

  ２４１，０００円 
 

  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 議 員          
 

  ２２６，０００円 
 

 ６月期 １．４５月分 
 12月期 １．６０月分 
 ３月期 ０．５５月分 
  計  ３．６０月分 
 ※加算措置 有 
 

 

 
 
  部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 
     

 職 員 数              
   

     区 分 
 
 部 門 
 

 １２年 
 

 １３年 
 

 
 増減数 
 

 
 主 な 増 減 理 由                                              
 

 議 会          
 総 務 企 画          
 税 務          
 民 生          
 衛 生          
 農 林 水 産          
 商 工          
 土 木          
 

   ３ 
  ３６ 
   ９ 
  １０ 
   ７ 
   ９ 
   ５ 
   ５ 
 

   ３ 
  ３６ 
   ９ 
   ６ 
   ８ 
   ７ 
   ５ 
   ６ 
 

 
 
 
  △４ 
   １ 
  △２ 
 
   １ 
 

 
 
 
 介護保険担当職員の会計部門変更 
 保健指導業務の内容充実 
 機構改革（耕地係と土木係の統合） 
 
 建築業務充実のための新規採用 
 

 
 
 一 
 般 
 行 
 政 
 部 
 門 
 
 小 計          
 

  ８４ 
 

  ８０ 
 

  △４ 
 

 

 教 育          
 

  ４５ 
 

  ４３ 
 

  △２ 
 

 退職不補充 
 

 特別 
 行政 
 部門 
 
 小 計          
 

  ４５ 
 

  ４３ 
 

  △２ 
 

 

 水 道          
 下 水 道          
 そ の 他          
 

   ４ 
   ４ 
   ４ 
 

   ４ 
   ３ 
   ７ 
 

 
  △１ 
   ３ 
 

 
 全職員における減員に伴う減 
 介護保険担当職員の会計部門変更 
 

 公営 
 企業 
 等 
 会計 
 部門 
 
 小 計          
 

  １２ 
 

  １４ 
 

   ２ 
 

 

 
  
 
  
 
 
 
  
  
  
  
  
  
 
 
 
  
  
  
 
  
  
  
  
  
 
  
 
 合 計              
 

 １４１ 
 

 １３７ 
 

  △４ 
 

 

 

 
  ※ 職員数は一般職に属する職員であり、地方公務員の身分を有する休職者、派遣職員等を 
    含み、臨時または非常勤職員を除いています。 
 


